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公 益 信 託 綾 田 整 治 記 念 遺 児 育 英 基 金 第 十 七 期 決 算

公 告
一 、 事 業 概 要

香 川 県 内 に 居 住 す る 遺 児 の う ち 高 等 学 校 の 生 徒

二 十 七 名 （ 月 額 一 万 円 ） に 対 し 、 奨 学 金 計 三 百 二

十 四 万 円 の 給 付 を 実 施 し た 。

二 、 財 産 目 録 （ 平 成 二 十 三 年 三 月 三 十 一 日 現 在 ）

資 産 合 計 二 〇 五 、 六 一 〇 、 三 五 九 円

負 債 合 計 〇 円

正 味 信 託 財 産 二 〇 五 、 六 一 〇 、 三 五 九 円

平 成 二 十 三 年 六 月 三 日

香 川 県 高 松 市 亀 井 町 五 番 地 の 一

公 益 信 託 綾 田 整 治 記 念 遺 児 育 英 基 金

受 託 者 株 式 会 社 百 十 四 銀 行

相 続 債 権 者 受 遺 者 へ の 請 求 申 出 の 催 告

本 籍 栃 木 県 栃 木 市 薗 部 町 一 丁 目 七 一 三 番 地 、

最 後 の 住 所 栃 木 県 栃 木 市 薗 部 町 一 丁 目 一 一 番

二 一 号 被 相 続 人 亡 鈴 木 輝 男

右 被 相 続 人 の 相 続 人 の あ る こ と が 不 明 な の で 、

一 切 の 相 続 債 権 者 及 び 受 遺 者 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌

日 か ら 二 箇 月 以 内 に 請 求 の 申 し 出 を し て 下 さ い 。

右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 弁 済 か ら 除 斥 し

ま す 。
平 成 二 十 三 年 六 月 三 日

栃 木 県 下 野 市 医 大 前 三 丁 目 一 〇 番 地 一 三

相 続 財 産 管 理 人 飯 島 陽 子

相 続 債 権 者 受 遺 者 へ の 請 求 申 出 の 催 告

本 籍 千 葉 県 館 山 市 川 名 六 二 七 番 地 、 最 後 の 住

所 千 葉 県 館 山 市 船 形 一 四 〇 四 番 地 の 一 二

被 相 続 人 亡 齊 藤 美 津 子

右 被 相 続 人 の 相 続 人 の あ る こ と が 不 明 な の で 、

一 切 の 相 続 債 権 者 及 び 受 遺 者 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌

日 か ら 二 箇 月 以 内 に 請 求 の 申 し 出 を し て 下 さ い 。

右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 弁 済 か ら 除 斥 し

ま す 。
平 成 二 十 三 年 六 月 三 日

事 務 所 千 葉 県 木 更 津 市 新 田 二 丁 目 六 番 一 号

か ず さ 総 合 法 律 事 務 所

相 続 財 産 管 理 人 弁 護 士 堤 一 之

相 続 債 権 者 受 遺 者 へ の 請 求 申 出 の 催 告

本 籍 山 梨 県 中 央 市 布 施 三 三 〇 八 番 地 、 最 後 の

住 所 山 梨 県 甲 府 市 山 宮 町 一 六 六 二 番 地 四

被 相 続 人 亡 à 刀 克 已

右 被 相 続 人 の 相 続 人 の あ る こ と が 不 明 な の で 、

一 切 の 相 続 債 権 者 及 び 受 遺 者 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌

日 か ら 二 箇 月 以 内 に 請 求 の 申 し 出 を し て 下 さ い 。

右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 弁 済 か ら 除 斥 し

ま す 。
平 成 二 十 三 年 六 月 三 日

山 梨 県 甲 府 市 丸 の 内 三 丁 目 六 番 二 号

相 続 財 産 管 理 人 弁 護 士 小 宮 山 博

有 料 職 業 紹 介 事 業 保 証 金 取 戻 し 公 告

有 料 職 業 紹 介 事 業 保 証 金 規 則 廃 止 等 に 関 す る 省

令 （ 平 成 十 五 年 法 務 省 令 ・ 厚 生 労 働 省 令 第 二 号 ）

第 二 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 次 の と お り 公 告 し ま

す 。
一 保 証 金 の 取 戻 し を し よ う と す る 者 の 氏 名 又 は

名 称 並 び に 事 業 所 の 名 称 及 び 所 在 地 株 式 会 社

毎 日 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ズ 株 式 会 社 毎 日 コ

ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ズ 新 宿 オ フ ィ ス 東 京 都 新 宿

区 西 新 宿 一 e 六 e 一 新 宿 エ ル タ ワ ー 一 四 Ｆ

二 保 証 金 の 額 金 三 十 万 円

三 前 号 の 保 証 金 に つ き 職 業 安 定 法 及 び 労 働 者 派

遣 事 業 の 適 正 な 運 営 の 確 保 及 び 派 遣 労 働 者 の 就

業 条 件 の 整 備 等 に 関 す る 法 律 の 一 部 を 改 正 す る

法 律 （ 平 成 十 五 年 法 律 第 八 十 二 号 。 以 下 、「 法 」

と い う 。 ） の 施 行 前 に 当 該 保 証 金 に つ き 法 第 一 条

の 規 定 に よ る 改 正 前 の 職 業 安 定 法 （ 昭 和 二 十 二

年 法 律 第 百 四 十 一 号 ） 第 三 十 二 条 の 二 第 二 項 の

権 利 を 有 す る 者 は 、 本 公 告 掲 載 の 日 の 翌 日 か ら

六 箇 月 以 内 に 、 そ の 債 権 の 額 、 債 権 発 生 の 原 因

た る 事 実 並 び に 住 所 及 び 氏 名 又 は 名 称 を 記 載 し

た 申 出 書 二 通 を 当 該 公 告 を し た 者 の 事 業 所 の 所

在 地 を 管 轄 す る 都 道 府 県 労 働 局 長 に 提 出 し て 下

さ い 。

四 前 号 の 申 出 書 の 提 出 が な い と き は 、 第 二 号 の

保 証 金 が 取 り 戻 さ れ ま す 。

平 成 二 十 三 年 六 月 三 日

東 京 都 千 代 田 区 一 ツ 橋 一 丁 目 一 番 一 号

株 式 会 社 毎 日 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ズ

代 表 取 締 役 中 川 信 行

{株式会社ホールド |東京都知事\090745 }代表取締役 大山みき ~東京都千代田区丸の内三
丁目２番３号 �1000万円 �東京都知事 ‚東京都千代田区内幸町一丁目１番１号 株式会社ホー
ルド 代表取締役 大山みき

{合同会社ダイモン・ツー |東京都知事\90241 }代表社員 オリックス株式会社 職務執行者
森本博美 ~東京都港区浜松町二丁目４番１号 �1000万円 �東京都知事 ‚東京都港区浜松町
二丁目４番１号 合同会社ダイモン・ツー 代表社員 オリックス株式会社 職務執行者 森本博美

{ＪＦＥ都市開発株式会社 |国土交通大臣]6415 }代表取締役 重見憲明 ~神奈川県川崎市川
崎区南渡田町１番１号京浜ビル �2000万円 �関東地方整備局長 ‚東京都台東区蔵前２丁目17番
４号 ＪＦＥライフ株式会社 代表取締役 笹本前雄

{三菱地所レジデンス株式会社 |国土交通大臣Ê408 }代表取締役 八木橋孝男 ~東京都千代
田区大手町１丁目６番１号大手町ビル 廃止した従たる事務所 東京都板橋区志村１`32 �500万
円 �関東地方整備局長 ‚東京都千代田区大手町１丁目６番１号大手町ビル 三菱地所レジデンス
株式会社 代表取締役 八木橋孝男

{中央ハウジング |東京都知事\77836 }今泉節子 ~東京都世田谷区代田６丁目34番12号 �

1000万円 �東京都知事 ‚東京都板橋区志村１丁目30番16号 渡à由紀子

{東急ライフィア株式会社 |国土交通大臣^5543 }代表取締役 Ù俊三 ~東京都世田谷区玉川
二丁目21番１号 廃止した従たる事務所 神奈川県横浜市青葉区あざみ野２`１`１あざみ野セール
スオフィス 神奈川県横浜市青葉区市ヶ尾町1161`22市が尾管理センター �1000万円 �関東地方
整備局長 ‚東京都世田谷区玉川二丁目21番１号 東急ライフィア株式会社 代表取締役 Ù俊三

{有限会社高瀬 |東京都知事b47150 }代表取締役 ˆ’幸男 ~東京都大田区北馬込２丁目46

番14号 �1000万円 �東京都知事 ‚東京都大田区北馬込二丁目46番14号 有限会社高瀬 代表取
締役 高瀬幸男

{都市開発コンサルタント株式会社 |京都府知事Ĉ3052 }代表取締役 佐藤宗男 ~京都市左京
区修学院桧峠町35番地の１ �1000万円 �京都府知事 ‚京都市左京区修学院桧峠町35番地の１
都市開発コンサルタント株式会社 代表取締役 佐藤宗男

{寿振興株式会社 |大阪府知事\52388 }代表取締役 山田壽 ~大阪府守口市金田町四丁目７
番10号 �1000万円 �大阪府知事 ‚大阪府守口市金田町四丁目７番10号 寿振興株式会社 代表
取締役 山田壽

{竹永会計事務所 |大阪府知事\51965 }竹永勝 ~大阪府吹田市山田南14番18号 �1000万円
�大阪府知事 ‚大阪府箕面市小野原西三丁目12番19号 竹永勝

宅地建物取引業者営業保証金取りもどし公告
宅地建物取引業法第30条及び宅地建物取引業者営業保証金規則第８条の規定により次のとおり公告
します。
下記の者に係る営業保証金につき宅地建物取引業法第27条第１項の権利を有する者は、本公告掲載
の翌日から６箇月以内にその債権の額、債権発生の原因たる事実並びに住所氏名又は名称を記載した
申出書２通を下記提出先に提出して下さい。前記の申出書の提出がないときは、下記の者に係る営業
保証金は同人に返還されます。
平成 23年６月３日

記
［掲載順序］
{商号又は名称 |免許証番号 }（代表者の）氏名 ~事務所の所在地 �営業保証金の額 �申
出書提出先 ‚掲載者住所、商号又は名称及び氏名
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